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１．はじめに  

近年，大規模な災害が頻発し全国的に大きな被害が

発生している．様々な大規模災害が起きる中で人的被

害を最小化するためには堤防などのハード対策だけで

なく，危険回避のための避難行動が必要である．避難行

動を促すための対策として防災意識の向上が挙げられ

ているが，防災意識の高さが必ずしも適切な避難行動

を促すとは限らないとする指摘も存在する 1)． 

本研究では，政策の動向整理と文献調査に基づいて

防災意識の向上と避難行動の関係について整理したう

えで，今後の研究課題について考察することを目的と

する． 

２．防災意識向上に関する政策の動向  

わが国では災害対策基本法を中心として多くの災害

に関連する法律が制定されている．1961 年に制定され

た災害対策基本法は大きな被害を受けた災害などを受

けて何度も改正されており，現在までの防災政策の変

遷を顕著に表している 2）,3)．東日本大震災後の改正では

公助の限界や自助，共助の重要性が重視され，住民を主

体とした防災対策の規定が明記されるようになった．

また避難勧告と避難指示の一本化が行われた．住民に

よる避難計画の作成促進のための改正も併せて行われ

ている．近年までの改正で，住民や地域が主体となって

防災に取り組むことが明記された．防災は行政だけが

行うものではなく，地域や住民が主体性をもって行う

べきであるという方針を示している． 
具体的な例として，たとえば仙台市地域防災計画 4)は

防災対策基本法や国の防災基本計画を受けた計画であ

り，より地域の地理的特色や文化，人口分布などに対応

した具体的な取り組みを多く含む防災政策となってい

る．また具体的な防災対策としては防災リーフレット

やハザードマップ，避難の手引きの作成，防災訓練や講

習会の開催，防災教育の充実や啓発，家屋の点検や補修

の補助，仙台防災リーダー制度の導入が挙げられる．一

方，2022 年 3 月 16 日の福島県沖地震時の避難行動 5)で

は揺れている間の対応としてテレビやラジオで情報を

知ろうとした人が約半数おり，それを含めて半数以上

の人が身を守る行動以外の行動をしている．避難行動

としては，自宅などその時いた場所にそのままいた人

が約 90%であり，ほとんどの人が避難行動を行ってい

ない．この状況から防災訓練や防災教育，避難の手引き

などの日常的な対策やハザードマップなどがあまり活

かされていない状況がうかがえる．一方避難を行った

人の半数程度が避難のきっかけとして家族で避難を決

めたからという理由を挙げている．このことから防災

教育や講演会など啓発による効果として家族と話し合

いをして避難を決めていたなど効果が見て取れる． 

以上を踏まえると，防災意識向上を目的とした防災

教育や避難訓練などが行われているが，実際の避難行

動や防災行動との関係を明らかにすることが求められ

ると考える．そこで本稿では，既往研究のレビューを通

して防災意識向上と避難行動関係や関連する課題につ

いての把握を試みる． 

３．防災意識向上と避難行動に関する既往研究の整理

と研究課題の考察 

はじめに，災害の種類を問わず関連するキーワード

を用いて既往研究を収集した．また，論文中で引用され

ている参考文献と，被参考文献のリストを参照し，関連

があると考えられる論文は収集した．キーワードは次

に示すものである． 
防災意識，避難行動，防災意識と避難行動，避難行動

と防災意識，防災意識 避難行動 関係，避難遅れ，フ

ェーズフリー，生活防災，災害文化，避難行動促進，避

難促進． 
収集した文献 68 編について，例えば自主防災組織に

参加した住民の備え行動について 6)や防災意識を災害

に対して日常的に自らが被災し得る存在であることや，

備えが必要であることを認識している度合い，また，自
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分や周囲の人の生命や財産，地域の文化や共同体を自

ら守ろうとする程度，として定義し尺度化を図ったも

の 7)，避難行動から意思決定の要因を分析したもの 8)な

ど分野を問わず収集し研究の着目点ごとに分類し考察

した．今回収集した論文はおおむね４つの背景のもと

で議論されている 9－13）．1)南海トラフ地震など大規模

災害が想定する中で今まで被災していなかったような

地域も被災する可能性がある．2)大規模災害が広範囲か

つ頻発化する中で，ハード対策の限界とソフト対策の

推進の必要が挙げられる．3)誰もが，どんな場所でも被

災する可能性がある．4)情報があっても避難しない住民

がいる．このもとで災害常襲地域と非常襲地域での意

識や行動の比較，これまでの対策への効果や行動への

つながりへの懐疑性，情報や防災訓練の効果と行動へ

の関連が問題意識として議論の対象とされている．特

に，二宮ら 9)によると，防災対策と発災時の意思決定に

明確な関連は見られないが，「知識対策」が情報取得行

動に影響されることが示唆された．また，氏原ら 10)に

よると実行している防災対策別に分けた備えタイプに

より避難行動意向に影響がある事，タイプによってど

んな備えを怠るかも明らかにされた．これらより，防災

意識の向上が避難行動に直接影響を与えるわけではな

いが，避難行動の意思決定に少なからず影響を与える

要因となりうる事が示唆される． 
一方，防災意識と備えに着目すると，片田ら 11)によれ

ば，津波避難個別相談会のような取り組みに参加する

ような住民は参加しない住民と比較して意識が高く，

災害に備えて具体的行動をとっているという．氏原ら

10)によると備えタイプが「知識タイプ」よりも「思考

タイプ」のほうが避難を想定できている事が示唆され

た．また，金井ら 12)によると，知識を与え，意識を

変えることで適切な対応行動を促すというこれまで

のやり方だけでなく，「今が緊急事態である」とい

う雰囲気を作り出す社会的な対応策の必要性を指摘

している．これらにより，知識を与える防災意識向上

策によって知識を受け取るだけでなく，知識を受けた

後に自分の中に落とし込み考えることができる人に

は，防災意識向上が避難行動へ良い影響を，知識に対

し受動的な人には影響がないことが示唆される． 

４．結論と今後の課題 

本研究では，防災意識向上と避難行動の関係を整理

することを目的とし，3 章を踏まえて以下のような考

察に至った． 
 防災意識向上は避難行動に直接影響を与えるわけで

はないが，避難行動の意思決定に影響を与える要因

を形成するものとなりえる． 
 防災意識向上政策として行われている知識の習得や

啓発を自分の中に落とし込み考えることができる人

には，防災意識向上が避難行動へ移るための不安要

素を除く行為となり，良い影響を与える． 
今回の調査では防災意識と避難行動に明確な関係が

見られなかった．今後両者に影響を与えうる要因の解

明や，備えをすることにより取り除くべき不安要素の

解明，対策をしていることで適切な危機意識を持つ人

と安心感により危機意識が薄れてしまう人の差異を明

らかにすることなどが課題として挙げられる． 
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